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令
和
５
年
度

予
算
案
の
概
要

今
年
度
当
初
予
算
案

　

予
算
案
で
は
、
第
３
次
総

合
計
画
基
本
構
想
で
示
す

将
来
都
市
像
「
人
も 

ま
ち

も 

輝
く 

笑
顔
あ
ふ
れ
る 

船

橋
」
の
実
現
に
向
け
、
地
域

の
課
題
や
多
様
化
す
る
市
民

ニ
ー
ズ
に
的
確
に
応
え
な
が

ら
、
子
供
た
ち
の
未
来
に
つ

な
が
る
子
育
て
支
援
・
教
育

施
策
の
充
実
や
、
環
境
問
題

へ
の
対
応
、
都
市
基
盤
の
整

備
な
ど
、
今
取
り
組
む
べ
き

施
策
を
中
心
に
予
算
を
配
分

し
ま
し
た
。 

　

ま
た
、
新
型
コ

ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症
対
策
で
は
、

ワ
ク
チ
ン
接
種
や

患
者
等
へ
の
対
応

な
ど
今
後
の
状
況

が
不
透
明
で
は
あ

り
ま
す
が
、
ワ
ク

チ
ン
接
種
体
制
の

確
保
や
患
者
に
適
切
な
医
療

を
提
供
す
る
た
め
に
必
要
な

予
算
を
配
分
し
て
い
ま
す
。 

　
予
算
案
の
全
体
像

　

令
和
５
（
２
０
２
３
）
年

度
の
一
般
会
計
の
予
算
規

模
は
、
２
、２
３
９
億
円
と

な
り
、
前
年
度
と
比
べ
て

65
億
４
、０
０
０
万
円
、
率

に
し
て
２
・
８
％
の
減
と
な

り
ま
し
た
。（
実
質
的
に
は
、

約
46
億
８
、０
０
０
万
円
、

率
に
し
て
２
・
１
％
増
） 

　

令
和
４
（
２
０
２
２
）
年

度
を
初
年
度
と
し
た
第
３

次
船
橋
市
総
合
計
画
に
掲

げ
る
５
つ
の
「
め
ざ
す
ま

ち
の
姿
」
の
実
現
に
向
け

た
取
り
組
み
を
着
実
に
実

施
す
る
た
め
の
予
算
を
計

上
し
ま
し
た
。 

　

ま
た
、
公
共
施
設
の
電
気

料
金
・
ガ
ス
料
金
の
高
騰
に

対
応
し
な
が
ら
も
、
持
続
可

能
な
行
財
政
運
営
に
向
け

て
、
市
の
貯
金
で
あ
る
財
源

調
整
基
金
か
ら
の
繰
入
れ
を

31
億
円
に
抑
制
す
る
と
と
も

に
、
令
和
３
（
２
０
２
１
）

年
度
末
に
設
置
し
た
公
共
施

設
保
全
等
基
金
を
活
用
し
、

計
画
的
な
公
共
施
設
の
改
修

等
に
必
要
な
予
算
を
計
上
し

ま
し
た
。 

　
令
和
５
年
度
予
算
案
は
、一
般
会
計
総
額
で 

２
、２
３
９
億

円
（
令
和
４
年
度
比
65
・
４
億
円
減
、
２・
８
％
減
）
と
な

り
ま
し
た
が
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
係
る
医

療
機
関
へ
の
空
床
補
償
及
び
Ｊ
Ｒ
南
船
橋
駅
南
口
市
有
地

売
払
収
入
の
公
共
施
設
保
全
等
基
金
へ
の
積
立
て
を
除
く

と
、
実
質
的
に
は
約
46
・
８
億
円
（
２・
１
％
）
の
増
額
と

な
っ
て
い
ま
す
。

区分 令和５年度 令和４年度 増減額 増減率 

一般会計 223,900,000 230,440,000 △6,540,000 △2.8％

特 

別 

会 

計 

国民健康保険 51,914,000 50,826,000 1,088,000 2.1％ 

公共用地先行取得 184,000 9,000 175,000 1,944.4％ 
船橋駅南口市街地

再開発 
682,000 659,000 23,000 3.5％ 

介護保険 47,224,000 46,651,000 573,000 1.2％ 
母子父子寡婦福祉

資金貸付 
111,000 91,000 20,000 22.0％ 

後期高齢者医療 9,148,000 8,752,000 396,000 4.5％ 
計 109,263,000 106,988,000 2,275,000 2.1％ 

企 
業

会

計 

地方卸売市場 1,577,000 1,130,000 447,000 39.6％ 

病院 28,110,000 20,961,000 7,149,000 34.1％ 

下水道 36,510,397 35,875,550 634,847 1.7％ 

計 66,197,397 57,966,550 8,230,847 14.2％ 
特別会計・企業会計 175,460,397 164,954,550 10,505,847 6.4％ 

合計 399,360,397 395,394,550 3,965,847 1.0％ 

５つの「めざすまちの姿」

令和５年度予算規模 （単位：千円）

取り組み・事業について、裏面で紹介しています

　船橋市は令和４年度からスタートした、第３次総合計画基本構想の将来都市像
「人も まちも 輝く 笑顔あふれる 船橋」の実現に向け、今年度も地域の課題や多
様化する市民ニーズに応えながら、様々な行財政運営を行って参ります。

未来ある子供たちに夢のある環境づくりを�

船橋市議会議員  浅 野 賢 也

浅野けんや 市議会報告
夏見事務所   千葉県船橋市夏見 5-26-20　　TEL.047-422-8785
本町事務所   船橋市本町 4-3-7 2F　　　　　TEL.047-423-8071
法典事務所   千葉県船橋市上山町 3-633-1　TEL.047-429-2336
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〈浅野けんや プロフィール〉
船橋商工会議所 青年部 2014年度 会長
㈳船橋青年会議所　2005年度 理事長
船橋市国際親善の会 事務局長
船橋山口横町商店会 会員
平成27年4月　船橋市議会議員 初当選
平成31年4月　２期目当選　

現在 建設委員会副委員長
昭和46年6月10日生 船橋育ち 51歳
家族　妻・長女・次女・長男
船橋市立八栄小学校　千葉日本大学第一中
学校、高等学校　日本大学生産工学部 土木
工学科 卒業

令和5年度　「めざすまちの姿」のための取り組み

ふなばしアンデルセン公園風車改修（新規）
デンマークの技師に依頼し、風車（メルヘンの丘ゾー
ン）の回転機構及び老朽箇所の改修工事を行います。 

　太陽光発電システム・      
　　　省エネルギー設備設置費補助事業 

温室効果ガスの削減を図るため、住宅における太陽
光発電システム設備や省エネルギー設備設置費用の
一部を助成します。 

医療センターの建て替え事業
救急医療及びがん医療を主体とする高度な急性期医
療を提供する船橋地域の中核病院である医療センタ
ーについて、さらなる機能強化を図るため、建て替
えを進めています。令和５（2023）年度は、実施
設計及び用地取得を行います。 

自治体DXに向けた取り組み（新規）
税務システム・証明書コンビニ交付システムの改修 
マイナンバーカードを利用して夜間や休日でもコン
ビニエンスストアで市県民税課税（非課税）証明書
を取得できるよう、税務システム・証明書コンビニ
交付システムを改修します。

都市計画道路整備事
・３・３・７号線（南本町馬込町線）、３・４・20号線

（印内習志野台線）、３・４・25号線（宮本古和釡町
線）、３・５・31 号線（西船橋駅印内線）の用地買収

・３・５・31号線（西船橋駅印内線）の京成西船第
２号踏切道の拡幅及び道路改良工事

・３・４・27 号線（前原東飯山満町線ほか１線）
の橋りょう新設

・３・３・７号線（南本町馬込町線）の本町・旭町
工区の概略設計

ハザードマップのデジタル化（新規）
各種ハザードマップについて、洪水・内水・高潮・
津波・土砂災害などの様々な災害情報を集約すると
ともに、迅速に情報更新できるよう、デジタル化し
た Web 版ハザードマップを整備します。 

ヤングケアラー支援事業（新規）
ヤングケアラーといわれる、本来大人が担うと想定
されているような家事や家族の世話などを日常的に
行っている子供たちを支援につなげるため、子供た
ちが相談しやすい LINE を使った SNS 相談を開始す
るとともに、社会福祉士等のコーディネーターを配
置し、関係機関と連携しながら子供たちに寄り添い
ます。また、ヤングケアラーの周知啓発を図るため、
関係機関に対する講習会や研修会を実施します。 

スポーツ健康都市推進事業 （新規）
 昭和 58（1983）年に行った「スポーツ健康都市
宣言」40 周年を記念し、子供から大人までスポー
ツに触れ合えるイベントを開催します。

消防局庁舎建替事業（新規）
老朽化した消防局庁舎について、国家公務員宿舎船橋
行田住宅跡地に移転建て替えを実施します。令和９
（2027）年度に供用開始するため、令和５（2023）年
度は、基本設計及び実施設計を行います。

救急隊整備事業（新規）
傷病者を迅速に搬送するため配備している、ドクタ
ーカーを含めた 16 隊の救急隊について、年々増加
する救急需要に対応するため、令和６（2024）年
４月から 17 隊体制とする準備を進めます。 

電気自動車・V2H導入促進事業（拡大）
温室効果ガス排出量の削減及び非常時における自立
電源確保のため、令和４（2022）年度から開始した、
電気自動車の購入及び V2H の設置に係る費用の一部
助成に加え、プラグインハイブリッド自動車及び集合
住宅向け電気自動車充電設備も助成の対象とします。 


